














































































１　佐藤滋編 (1999) まちづくりの科学，鹿島出版会，松本暢子「高齢社会へのまちづくり」p.135 ～ 145





























































































































































































































































































































































































































10 松本暢子（2018）セーフティネットとしての居住支援協議会－東京都調布市のとりくみ－　日本住宅会議，住宅会議 103，p.19 ～ 22
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かによって、居住する場合よりは実現可能性は高いと
考えられる。
狛江市空き家等対策協議会11では、現在、特定空
き家の候補といえる老朽化した空き家をリストアップ
し、そのうちの新耐震基準の空き家を、地域施設的に
利用するための検討を行っている。
公共施設整備において、土地購入および施設建設費
の負担は大きいばかりでなく、維持管理費用および最
終的には除却費用も考慮する必要がある。人口減少下
では、公共施設需要の減少および需要の質の変化も含
め、既存建築物の賃貸およびリフォームによる活用
は、公共施設のマネジメントの面からも検討の価値が
ある。
また利用者にとっても、利用内容によっては「住宅」
などの空間の居心地のよさや利用しやすさは評価され
ており、子どもや高齢者の利用においては好評である。
そのため、地域包括ケアシステムの拠点施設として、
空き家の利活用を検討することは意義があるものとい
えよう。
こうした拠点づくりには、前述の「居場所づくり」
の課題に加え、その場をどのように維持していくのか
である。空き家を利活用した事例があるものの、安定
的に維持していくための場の確保とその費用、運営主
体とマンパワーが課題となっている。
おわりに５
高齢者の居場所としての「住まい」や「まち」の存在
意義と、その実現の可能性について、考えてみたい。
5-1．地域包括ケアシステムと「住まい」
日常生活圏での高齢期の暮らしを前提に「住まい」
が位置づけられたが、居住の保障ではない。国連で
は、居住を人権の要素として捉えており、多くの国で
は、住まいを人間らしく生きるための前提条件として
いる。
高齢者や障がい者などに限らず、多くの人々の日常
生活では、「住まい」が基本である。ましてや何らかの
社会的支援を必要とする人々にとっては、生活するう
えで「住まい」の状況が大きく影響することが認識さ
れ、地域包括ケアシステムに位置づけられたものと考
えられる。
誰もが施設ではなく、「住まい」に住み続けることの
できる地域環境を形成していくために、住宅確保と日
常生活を維持するための居住支援が求められているの
である。
しかし、空き家を「住宅」として活用するのは難し
い。貸す側の問題や住宅自体の性能の問題、居住者の
問題がある。貸す側の問題としては、貸すことのデメ
リット（家賃滞納、事故物件化の懸念等）の回避のほか、
これらの懸念の解消（家賃滞納については家賃保証制
度、孤独死や事故の防止のための見守りシステム、事
故時の対応システムの整備など）を図り、理解を得る
ことが必要である。
住宅自体の問題では、住宅の性能確認と必要に応じ
た改修が行われるべきである。また、居住者も社会的
支援を得ながら自立した日常生活を維持すること、ト
ラブルを未然に防ぐことが求められる。
一方、地域での「居場所」として、インフォーマル
なサービスの場として活用されている空き家の事例は
多い。多くの人々にとって、「住まい」の周辺に、住ま
い以外の居心地の良い「居場所」があることが望まれ
ている。
5-2．住宅相談の意義
多くの居住支援協議会では、住宅相談を行っている。
また、基礎自治体でも住宅相談が行政サービスとして
必要であることが認識されつつある。住宅確保要配慮
者のみならず、多くの市民が「住まい」についての相
談を必要としている。何故ならば、多くの市民は、生
活の基盤である住宅についての知識を持つことなく、
住宅を選択しているからである。選択する時点に至っ
て、その選択の影響や費用の大きさを感じ、自らの持
つ知識や情報が多くないことを意識するからである。
同じ家に代々住み続けることがあたりまえの時代で
は、住宅の選択の機会がなかったが、現代ではその選
択を経験する。
また、住宅の選択において、住宅の性能などのハー
ド面ばかりではなく、福祉や生活に関わるソフト面で
の知識や情報も必要となっている。より選択の幅が大
きく、複雑になっているのである。さらに、供給側の
情報が多いことも、居住者にとっては選択を難しくし
ている。
居住支援協議会の相談内容では、住まいに関する将
11 現在、狛江市空き家等対策協議会会長として、空き家対策計画策定、特定空き家の認定ほかに関与している。
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来の不安についての相談も少なくないし、相続や住み
替えなどの多岐にわたる内容もある。老後生活が長期
化し、生活設計も含めた住宅選択なのであろう。こう
した相談から、地域社会の課題や不安が見いだされる
し、解決の糸口がある。
従って、地域に住み続けていたいために、こうした
相談を受け止め、適切にアドヴァイスできる地域社会
や組織が必要とされている。
5-3．空間のマネジメントも含めたまちづくり
共に住み続ける地域の居住環境を維持し、より良い
ものとしていくために、世田谷区をはじめとする基礎
自治体では条例にもとづき、まちづくり協議会を設置
し、様々な取り組みが行われてきた。こうしたまちづ
くり活動では、地域環境のマネジメントが必要であり、
それを誰が担うのかが課題となっている。すなわち、
居住している以上、居住者自身が当事者として担って
いく責任がある。まちづくり協議会では、当該地域の
居住者が中心に構成され、当事者として地域環境につ
いて取り組んでいるものの、自治会ではなく、街づく
りという目的をもった組織となっている。
一方、近年、「エリアマネジメント」が注目されてお
り、国土交通省では「地域における良好な環境や地域
の価値を維持・向上させるための、住民・事業主・地
権者等による主体的な取組み（平成20年）」、内閣官
房及び内閣府は「特定のエリアを単位に、民間が主体
となって、まちづくりや地域経営（マネジメント）を
積極的に行おうという取組み（平成28年）」と定義し
ている。こうした動きを背景に考えると、居住する住
宅地における地域環境のマネジメントの主体は当事者
であるべきと考えられる。
これまで、居住している地域の環境について、当事
者意識に欠ける市民が多く、人任せ、行政任せにして
きたことが多い。しかし、現在、人口減少下であるこ
とや、災害時の実態を知るにつけ、地域の互助のしく
みづくりが必要なことは周知されつつある。すなわ
ち、近隣居住者との相互信頼関係（の構築）が不可欠
であり、居住者自身が当事者としての責任を持つこと
が、地域環境の維持や向上のために必要となっている。
その対象は、地域環境であることから、ハード面およ
びソフト面も含む総合的な地域環境のマネジメントが
「住まい」を中心に行われることが望まれる。
